
北九州市監査公表第８号  

                         令和６年２月２１日  

北九州市監査委員  中 西 満 信  

同         廣 瀨 隆 明  

                 同         村 上 幸 一  

同         奥 村 直 樹  

地方自治法第１９９条第７項の規定に基づく財政援助団体等監査を行ったの

で、同条第９項の規定により、その結果を公表する。 

１ 監査の対象 

今回の監査は、北九州市（以下「市」という。）が資本金、基本金等の４

分の１以上を出資している団体のうち、次の２団体を抽出し、令和４年度及

び令和５年度（令和５年４月から同年６月末日まで）の当該団体における出

納その他の事務の執行を対象とした。 

（１）北九州エアターミナル株式会社 

（２）ひびき灘開発株式会社 

２ 監査の方法  

上記事務に関する監査に必要な資料の提出を求め、当該事務が適正に執行

されているか等を主眼に、抽出による関係書類等の調査を実施するとともに

関係職員から説明を聴取した。 

なお、この監査は、北九州市監査基準に準拠して行った。 

３ 監査の期間 

  令和５年７月７日から令和６年１月３０日まで 

４ 事業の概要及び監査の結果 

（１）北九州エアターミナル株式会社 

ア 事業の概要 

（ア）目的 

北九州エアターミナル株式会社（以下「会社」という。）は、北九

州空港旅客・貨物ターミナルビルの管理運営業務を行うとともに、北



九州周辺地域の航空交通の利便性を確保することを目的として、平成

元年５月１日に設立されたものである。 

（イ）現況 

令和４年度の年間乗降客数は、コロナ禍からの回復が進展し、社会

経済活動の正常化が進んだことにより、国内線が前年度比７３．８％

増加し、国際線は定期便が年間を通じて運休となったものの、約２年

１０か月ぶりにチャーターが実施されたことなどから、全体では前年

度比７４．２％増の８３万９千人となった。 

貨物の年間取扱量は、国内航空貨物が前年度比４．５％増の２千３

百トン、国際航空貨物は世界的な航空貨物需要が一時的に減少したこ

となどにより、前年度比２２．９％減の１万５千トンとなった。また

、年間のターミナルビル来館者数は前年度比５５．１％増の１３１万

７千人、駐車場利用台数は前年度比６６．５％増の２０万８千台とな

った。 

令和５年度第１四半期の状況は、乗降客数が前年同期比で４７．０

％増の２５万８千人、来館者数が前年同期比３２．１％増の３７万２

千人となっている。 

また、令和４年度の会社の経営は、主な事業である貸室業及び空港

利用施設等の賃貸業の収入が総売上高の約９２％を占めており、売上

高は前年度比で２３．０％増の８億８，６１７万円となった。 

資本金は、国際貨物施設建設など空港機能強化のために必要な資金

の確保を目的として、令和３年８月に４億３，１９８万４千円、令和

４年８月に９９０万円の第三者割当増資を行い、３９億６，５８８万

４千円となっている。 

（ウ）組織等 

     会社の組織及び職員数は、次のとおりである。 

（令和５年６月３０日現在） 



          ※総務部次長は事業第一課長、次長は第二課長を兼任 

  （エ）市との関係  

市は、資本金３９億６，５８８万４千円のうち、１２億１，５９９

万２千円（持株比率３０．４４％）を出資している（令和５年６月３

０日時点）。 

なお、令和４年度は市の委託事業はない。 

  イ 監査の結果 

監査の結果、出納その他の事務は、おおむね適正に処理されていた。 

    会社の令和４年度（第３４期）の経営状況を見ると、経常損益は、空

港利用者の増加等による貸室料や設備使用料等の増加に加えて、令和３

年度に開始した駐車場事業収入が増加したことなどから、前年度の６，

３３８万円の経常損失から１，８３１万円の経常利益となった。また、

純損益は、前年度の６，４３６万円の純損失から２，２６２万円の純利

益となり、令和元年度以来３期ぶりの黒字となった。 

年間乗降客数は、国内線・国際線とも増加に転じ、貨物取扱量は、航

空貨物需要が一時的に減少したものの、国際航空貨物定期路線が新規開

設されるなど、順調に推移している。 

コロナ禍からの緩やかな回復傾向が続く中、航空会社や行政、関係団

体と連携し、集客対策等に取り組むとともに、国際貨物上屋の増設など

、増大する国際貨物への対応も進めている。 

今後は、行政機関と十分に連携の上、路線の維持・拡大、航空貨物の

確保に加え、国の新規事業化が決定した滑走路３千メートル化について

、供用に向けた協力に努めるなど、北九州空港の発展に寄与することを

期待する。 

代表取締役社長 １名 代表取締役専務 １名 

常務取締役   １名 

社外取締役   ７名 

総務部長  １名 

総務部次長 １名 

次長    １名 

総務課   ４名 

事業一課 ６名 

事業二課 ２名 

管理課   ３名 

常勤監査役   １名 

社外監査役    ２名 

参   与    ２名 



（２）ひびき灘開発株式会社                   

ア 事業の概要 

（ア）目的 

     ひびき灘開発株式会社（以下「会社」という。）は、国、地方公共

団体との密接な連携及び協調のもと、市域等から発生する廃棄物、港

湾浚渫土砂等の埋立処分事業を長期的に行うとともに、企業立地と大

型港湾が一体となった臨海工業団地を造成し、それらの管理、分譲等

を行うことを目的として、昭和４８年２月２１日に、地方公共団体と

民間企業の共同出資により設立されたものである。 

（イ）現況 

     会社は、前記の事業目的を達成するため、響灘西地区における産業

廃棄物等の埋立処分事業及び土地造成事業を実施している。 

     令和４年度は、産業廃棄物等５４万トン（自社事業３３万トン及び

受託事業２１万トン）の受入れを行った。 

（ウ）組織等 

     会社の組織及び職員数は、次のとおりである。 

（令和５年６月３０日現在） 

（エ）市との関係 

     市は、資本金１３億６，５５０万円の４９．１％に当たる６億７，

０００万円を出資するとともに、一般廃棄物の埋立処分業務等を委託

し、令和４年度は１億５，４４２万円の委託料を支出している。 

代表取締役社長１人 

代表取締役専務 １人

常務取締役   １人

取締役     ８人

常勤監査役   １人

監査役        ２人

総務部 １５人 

事業部 ３０人 



イ 監査の結果 

  監査の結果、出納その他の事務は、おおむね適正に処理されていた。 

 会社の令和４年度（第５１期）の経営状況を見ると、経常利益は前年

度と比べて２，５０９万円減少の１２億６８万円であったが、自社用地

売却等による特別利益１億６，１９７万円を計上したため、純利益は前

年度と比べて１億２，４６０万円増加の９億９，０８６万円となった。 

  会社では、自社３号地嵩上事業及び株主企業との共同埋立事業により

安定的な廃棄物処分場を保持し、株主及び株主関連企業を中心とした営

業強化による廃棄物処理収入の確保と支出の削減に取り組んでいる。ま

た、埋立造成地の分譲及び賃貸事業や処分場跡地を利用した太陽光発電

事業により、土地の利活用を進めている。 

   今後とも、安定した経営を維持するため、廃棄物処理収入の確保と経

費節減に取り組むとともに、港湾関連事業者等への企業誘致を図り、ひ

びきコンテナターミナル後背地の特性を活かした土地の利活用推進に努

めることを期待する。


